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決算取締役会開催日 平成17年４月12日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成17年５月26日 単元株制度採用の有無 有（１単元　100株）

１．17年２月期の業績（平成16年３月１日～平成17年２月28日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨て）

営業総収入［チェーン全店売上高］ 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年２月期 173,370 [998,491] ( 6.7［4.6］) 28,646 (5.1) 29,883 (5.8)

16年２月期 162,506 [954,445] ( 4.0［2.4］) 27,266 (0.9) 28,247 (1.9)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

営業総収入
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年２月期 12,961 (△5.5) 133 34 － － 8.2 10.7 17.2

16年２月期 13,709 (8.6) 141 06 － － 9.3 10.7 17.4

（注）①期中平均株式数 17年２月期 96,851,742株 16年２月期 96,857,071株

②会計処理の方法の変更 有

③営業総収入、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）配当状況  

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年２月期 38 00 19 00 19 00 3,680 28.5 2.3
16年２月期 38 00 19 00 19 00 3,680 26.9 2.4

(3）財政状態  

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年２月期 267,771 162,567 60.7 1,678 08

16年２月期 291,669 153,061 52.5 1,579 83

（注）①期末発行済株式数 17年２月期 96,848,929株 16年２月期 96,854,764株

②期末自己株式数 17年２月期 834,204株 16年２月期 828,369株

２．18年２月期の業績予想（平成17年３月１日～平成18年２月28日）  

営業総収入
［チェーン全店売上高］

営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期
95,000  ［536,000］

  ( 6.9％   ［5.5％］)

17,000

（7.4％）

17,800

（7.6％）

9,100

（7.7％）
21 50 　― 　―

通　期
187,400［1,063,000］

  ( 8.1％   ［6.5％］)

30,600

（6.8％）

31,700

（6.1％）

15,800

（21.9％）
　― 21 50 43 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　163円14銭

（注）　営業総収入、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

※　上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予想を含んで記載しております。

実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

 
前事業年度

（平成16年２月29日）
当事業年度

（平成17年２月28日）
増減

(百万円)
区分 金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金  100,719   76,790  △23,928

２．加盟店貸金  16,552   8,542  △8,010

３．有価証券  998   －  △998

４．商品  1,930   2,139  208

５．貯蔵品  862   452  △410

６．前払費用  4,352   4,430  78

７．繰延税金資産  1,990   1,903  △87

８．短期貸付金  1,244   260  △983

９．関係会社短期貸付金  522   －  △522

10．未収入金  11,343   14,248  2,904

11．立替金  1,531   4,505  2,973

12．短期敷金  2,659   3,239  580

13．その他  983   1,091  108

14．貸倒引当金  △1,185   △1,197  △12

流動資産合計  144,505 49.5  116,405 43.5 △28,099

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）自社有形固定資産        

１．建物  5,463   4,667  △795

２．構築物  350   313  △36

３．機械及び装置  285   257  △28

４．車両運搬具  0   0  △0

５．器具及び備品  1,700   1,432  △268

６．土地  9,803   8,746  △1,056

７．建設仮勘定  33   12  △20

自社有形固定資産合計  17,637 6.1  15,429 5.7 △2,207
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前事業年度

（平成16年２月29日）
当事業年度

（平成17年２月28日）
増減

(百万円)
区分 金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(2）貸与有形固定資産        

１．建物  15,426   14,277  △1,149

２．構築物  1,935   1,991  56

３．機械及び装置  1,593   1,494  △99

４．車両運搬具  0   0  0

５．器具及び備品  4,894   5,147  253

６．土地  3,644   3,554  △89

貸与有形固定資産合計  27,494 9.4  26,465 9.9 △1,028

有形固定資産合計  45,131 15.5  41,895 15.6 △3,235

２．無形固定資産        

(1）営業権  1,538   1,513  △25

(2）借地権  74   72  △2

(3）電話加入権  190   157  △33

(4）施設利用権  29   26  △3

(5）ソフトウェア  7,366   5,696  △1,670

無形固定資産合計  9,200 3.2  7,466 2.8 △1,733

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券  1,730   3,919  2,188

(2）関係会社株式  8,979   11,276  2,297

(3）出資金  206   3  △203

(4）長期貸付金  565   543  △22

(5）関係会社長期貸付金  10,696   9,265  △1,431

(6）長期前払費用  2,524   2,893  369

(7）繰延税金資産  1,921   3,042  1,120

(8）敷金  67,708   72,542  4,834

(9）保証金  143   137  △5

(10）その他  411   411  －

(11）貸倒引当金  △2,056   △2,032  24

投資その他の資産合計  92,832 31.8  102,003 38.1 9,170

固定資産合計  147,163 50.5  151,365 56.5 4,201

資産合計  291,669 100.0  267,771 100.0 △23,898
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前事業年度

（平成16年２月29日）
当事業年度

（平成17年２月28日）
増減

(百万円)
区分 金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金  3,260   2,081  △1,178

２．加盟店買掛金  78,420   43,748  △34,671

３．加盟店預り金  515   2,447  1,932

４．未払金  12,560   9,145  △3,415

５．加盟店未払金  1,103   1,046  △57

６．未払費用  1,487   1,562  75

７．未払法人税等  5,317   6,193  876

８．預り金  22,556   24,650  2,094

９．前受収益  488   486  △1

10．リース資産減損勘定  －   127  127

11．その他  463   826  363

流動負債合計  126,172 43.2  92,317 34.5 △33,854

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金  4,183   4,430  247

２．役員退職慰労引当金  302   390  87

３．預り保証金  4   3  △1

４．預り敷金  7,907   7,556  △350

５．長期リース資産減損勘定  －   460  460

６．その他  38   45  7

固定負債合計  12,435 4.3  12,886 4.8 450

負債合計  138,608 47.5  105,203 39.3 △33,404
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前事業年度

（平成16年２月29日）
当事業年度

（平成17年２月28日）
増減

(百万円)
区分 金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資本の部）        

Ⅰ　資本金  16,658 5.7  16,658 6.2 －

Ⅱ　資本剰余金        

１．資本準備金  17,056   17,056  －

２．その他資本剰余金        

(1）自己株式処分差益  0   0  0

資本剰余金合計  17,056 5.9  17,056 6.4 0

Ⅲ　利益剰余金        

１．利益準備金  2,668   2,668  －

２．任意積立金        

(1）特別償却準備金  216   176  △40

(2）別途積立金  102,253   112,253  10,000

３．当期未処分利益  15,833   15,107  △726

利益剰余金合計  120,972 41.5  130,206 48.6 9,233

Ⅳ　その他有価証券評価差額金  103 0.0  394 0.1 290

Ⅴ　自己株式  △1,729 △0.6  △1,748 △0.6 △18

資本合計  153,061 52.5  162,567 60.7 9,506

負債・資本合計  291,669 100.0  267,771 100.0 △23,898
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(2）損益計算書

 
前事業年度

（自　平成15年３月１日
至　平成16年２月29日）

当事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日） 増減

(百万円)

区分 金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収入        

１．加盟店からの収入  117,808   122,447  4,639

加盟店からの収入の対象となる加盟
店売上高は次のとおりであります。
前事業年度　920,848百万円
当事業年度　959,461百万円
直営店売上高との合計額は次のとお
りであります。
前事業年度　954,445百万円
当事業年度　998,491百万円

       

２．その他の営業収入  11,102   11,893  790

Ⅱ　売上高  33,596 (100.0)  39,030 (100.0) 5,433

営業総収入  162,506 100.0  173,370 100.0 10,863

Ⅲ　売上原価  24,238
(72.1)
14.9

 28,131
(72.1)
16.2

3,893

売上総利益  （9,357) （27.9)  (10,898) （27.9) (1,540)

営業総利益  138,268 85.1  145,239 83.8 6,970

Ⅳ　販売費及び一般管理費  111,002 68.3  116,592 67.3 5,590

営業利益  27,266 16.8  28,646 16.5 1,380

Ⅴ　営業外収益        

１．受取利息  635   774  139

２．有価証券利息  51   13  △38

３．受取配当金  207   514  307

４．その他  186   256  69

　営業外収益合計  1,081 0.7  1,558 0.9 477

Ⅵ　営業外費用        

１．支払利息  35   37  2

２．有価証券売却損  2   －  △2

３．為替差損  12   238  226

４．その他  50   46  △4

　営業外費用合計  100 0.1  321 0.2 221

経常利益  28,247 17.4  29,883 17.2 1,635
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前事業年度

（自　平成15年３月１日
至　平成16年２月29日）

当事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日） 増減

(百万円)

区分 金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別利益        

１．投資有価証券売却益  192   202  9

　特別利益合計  192 0.1  202 0.1 9

Ⅷ　特別損失        

１．固定資産処分損  3,236   2,607  △628

２．減損損失  －   3,130  3,130

３．投資有価証券売却損  67   －  △67

４．投資有価証券評価損  3   9  6

５．貸倒引当金繰入額  206   6  △199

６．リース解約金  429   468  39

７．店舗賃借解約損  571   571  0

８．たな卸資産処分損  303   75  △228

９．その他  424   446  21

　特別損失合計  5,242 3.2  7,315 4.2 2,073

税引前当期純利益  23,197 14.3  22,769 13.1 △428

法人税、住民税及び事業税  9,471 5.9  11,040 6.3 1,569

法人税等調整額  16 0.0  △1,232 △0.7 △1,249

当期純利益  13,709 8.4  12,961 7.5 △748

前期繰越利益  3,964   3,986  22

中間配当額  1,840   1,840  △0

当期未処分利益  15,833   15,107  △726
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(3）利益処分案

  
前事業年度

（株主総会承認日
平成16年５月26日）

当事業年度
（株主総会承認(予定)日

平成17年５月26日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　当期未処分利益   15,833  15,107

Ⅱ　任意積立金取崩額      

１．特別償却準備金取崩額  43 43 43 43

合計   15,876  15,150

Ⅲ　利益処分額      

１．配当金  1,840  1,840  

２．役員賞与金
（うち監査役賞与金）

 
47
(11)

 
47
(11)

 

３．任意積立金      

(1）特別償却準備金  3  －  

(2）別途積立金  10,000 11,890 9,000 10,887

Ⅳ　次期繰越利益   3,986  4,263
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重要な会計方針

 
前事業年度

（自　平成15年３月１日
至　平成16年２月29日）

当事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び評

価方法

（１）満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

（２）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

（３）その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

（１）満期保有目的債券

同左

（２）子会社株式及び関連会社株式

同左

（３）その他有価証券

①時価のあるもの

同左

 ②時価のないもの

移動平均法による原価法

②時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基準

及び評価方法

　　　　　　　──────

 

　デリバティブ

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び

評価方法

（１）商品

主として売価還元法による原価法

（２）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

（１）商品

同左

（２）貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

（１）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法を採用しております。

　主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

（１）有形固定資産

同左

 建物　　　　：４年から50年

器具及び備品：２年から20年

 

 （２）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用ソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づいております。

（２）無形固定資産

同左

 （３）長期前払費用

均等額償却

（３）長期前払費用

同左

５．外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

同左

６．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

（１）貸倒引当金

同左

 （２）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（19年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度

から損益処理することとしております。

（２）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度

から損益処理することとしております。
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前事業年度

（自　平成15年３月１日
至　平成16年２月29日）

当事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

 （３）役員退職慰労引当金

　役員の退職により支給する役員慰労金に

充てるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

（３）役員退職慰労引当金

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

８．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

（１）消費税等の会計処理

同左

 （２）１株当たり情報

　当事業年度から「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２

号）及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。

　なお、これによる影響は軽微であります。

（２）  　　　──────

 

 

　会計方針の変更

前事業年度
（自　平成15年３月１日
至　平成16年２月29日）

当事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

────── (固定資産の減損に係る会計基準)

　「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成15年10月31

日　企業会計基準適用指針第６号）が平成16年３月31日以

降に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。これにより税引前当期純利益

は3,130百万円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

　注記事項

　（有価証券関係）

　前連結会計年度及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除く）

に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 
前事業年度

（平成16年２月29日）
当事業年度

（平成17年２月28日）

 
貸借対照表
計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式 4,047 14,143 10,096 4,047 14,357 10,310

７．役員の異動

　平成17年２月３日及び本日（平成17年４月12日）公表のとおりであります。
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